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小学校英語教育についての一考察

言語発達及び動機づけ研究を踏まえて

小林葉子・松林城弘

1．英語の世界的広まり

　「国際英語」推進派たちが80年代から90年代初頭にかけて主張していたことは，英語ノンネイ

ティブスピーカー数が世界規模で急激に増加するため，そうした者達の話す英語が認知される

ようになり，たとえ少々の文法的な「誤り」や尽りがあったとしても，寛容な態度が広まり，

世界中の人々が自分の英語に自信を持ってコミュニケーションできる時代になる，というもの

であった（Smith　1983；Kachru　1992）。確かに，英語ノンネイティブスピーカー数の爆発的増

加が「非標準英語」を「国際英語」に変える，というこれまでの予想は一部では現実化し，「イ

ンド英語」「シンガポール英語」などは新たな「英語変種」として社会・応用言語学者の間で認

識され（村野井2006），そうした英語変種の体系化を図る試みも続いている　（Jenkins　2006；

Seidlhofer　2001）。また英語教育学領域では英語ノンネイティブ教師研究が研究分野として確

立され（Braine　1999；Medges　1994），英語学習者「成功例」としての教師の学習歴やアイデン

ティティを生かした授業実践や根強い英語ネイティブ話者信仰への取り組みなど，様々な研

究・議論が行われている。

　しかしながら，「私たち非英語母語話者は母語話者のように話す必要はまったく・ない」し「母

語話者のように話さない方がよい場合も多く，日本語など，母語の影響が見られる独自の英語

で，なおかっ相互理解が可能な英語を話す方が効果的なこともある」（村野井2006：163）といっ

た「日本人英語」「国際英語」観は，政府・教育者・学習者レベルにおいてはあまり受け入れら

れているとはいえない（Kuo　2006；McConnell　2000；シンガポール教育省による「よい英語を

話そう運動Speak　Good　English　Movement」など）。

　反対に，国際舞台で求められる英語のレベルがこれまでになく高くなり，高度な英語力を当

然視する流れ（Skutnabb－Kangas　2000）が固まりつつある中で，非英語圏（中国，韓国など）

と準英語圏（インド，シンガポールなど）の国々の多くは，国益としての英語教育への投資を

ますます強めている。こうした中で進行しているのが英語話者とそうでない者との間の英語格

差（English　divide）である（Akashi　2001；Baker，　Resch，　Carlisle，＆Schmidt　2001；Can－

agarajah　2001；Ramanathan　2005）。ただしこうした格差は当然視され，未だに問題視されて

いない場合が多い。例えば，その英語力やkりのために日本人エリート層・有識者などが経験

する：不利な立場や差別（松繁2004；Tsuda　1999；Oda　1999）は報告されているものの，実態調

査はまだほとんどなされていない。また，エリート教育を推進する非・準英語圏各国において

は，学校入学前から再生産されていく英語力格差問題は非常に深刻であるが，調査や対策は国

益重視の立場から重要視されていないか，またはエリート層出身である政策担当者や専門家に
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よって見過ごされがちである（Bourdieu＆Passeron　1996；Canagarajah　2003；Ramanathan

200s）．

2．日本の英語教育動向

　世界的な英語の広がりと求められる英語力のレベルの上昇を受け，日本の英語教育に対し実

質的な成果を求める声は以前にも増して高まっている。こうした声に呼応する形で，近年「「英

語が使える日本人』育成のための行動計画」提言や小学校への英語教育導入検討がなされてい

る。しかしながら学習指導要領に掲げられてきた英語教育目標同様に，そうした提言の文言は

実現性と具体性が欠如しているとして批判され続けている（山田2003；Hato　2005）。前節で概

観したような，高い英語力を目指す教育（多くの場合，選択・選抜型教育）とは違い，全生徒

が足並みを揃えて学んでいくことを前提とした日本の英語教育政策においては，曖昧な万人向

けの政策文言が使われるのである。

日本の英語教育は，何を目指そうとしているのでしょうか。それは，一握りの言語エリート

を育てようとしているのでしょうか。それとも日本人全体に一定の英語力を期待するものな

のでしょうか。後者だとすると，その基準はどこに置かれているのでしょうか。このように

考え始めると，さまざまな問題点が浮かび上がってきます。モデルとすべき英語は？「わか

りやすさ」（intelligibility）の基準は？効果的な教員養成システムは？英語教師の英語力改善

とそれを保証する研修制度は？学習対象言語は？多言語政策への対応は？……　　これらの

問題は，どれをとっても教師個人の力で解決できるものではありません。しかし，現在の日

本は，こうした問題のいずれに対しても明確な手だてを講じているとは言い難い状況にあり

ます。多くの国がその言語政策を鮮明にしている中で，どちらに向かっても歩を踏み出せな

いでいる日本は，極めて危うい立場に身を置いていると自覚しなければなりません（山田

2003：57）．

　こうした英語教育の事態を改善するためであるとして推進されている小学校英語教育導入に

対する反対・慎重・悲観論は根強い。その背景には反対論が「今日を迎えている教育行政の無

責任さと問題先送り体質に対する不満をも代弁している」（山田2003：109）という見方がある。

しかしながら一方で，多くの著名専門家による学術的反対論（大津2004）の盛り上がりを受け

ても，英語学習活動が私立・公立小学校で行われているという現実がある。これは結局のとこ

ろ，これまで見える形で中学校英語教育改革を実現できず，そのことに対し率直な反省の弁を

述べていない（ように思われる）英語教育関係者全体への社会からの見限りであるといえる。

　さらに言語政策・言語計画研究（1anguage　policy　and　language　planning，　Kaplan＆

Bladauf　1997参照）の観点から見ると，小学校英語教育導入是非に関する議論の問題点は明ら

かである。国家言語政策を審議する際にも学校・教室というミクロレベルでの言語教育成果

データに価値があることは言うまでもないが，中核データとして研究開発校での言語教育デー

タなどを使うと，「導入における工夫やその効果が強調された結果，マイナスの要素が見えにく

くなっていること」（山田2003：102）が主な問題なのではない。言語政策学上より根本的な問

題は，ミクロレベルの学校言語教育政策が国家全体に及ぼす（または及ぼすことを計画しての）

影響を想定すると，社会全体の言語環境（社会言語学的生態，linguistic　ecology）について，
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歴史言語学，経済言語学，社会言語学的データをまず収集する必要があるにも関らず，そうし

たマクロレベルでのフィールド調査が致命的に欠如していることである。

We　have　tried　to　suggest　that　the　education　sector　一　often　the　main，　or　at　least　a

major，　actor　in　language　planning　and　in　language　policy　implementation　一　may　be

precisely　the　wrong　p！ace　to　begin　planning　and　policy　implementation，　simply

because　of　the　inherent　scope　of　the　activity．．．．　While　macro　planning　often　devolves　to

the　education　sector，　the　increasingly　frequent　examples　of　micro　planning　show　that

the　planning　and　policy　development　must’　originate　from　the　highest　levels　of　the

structure，　must　implicate　the　entire　structure，　and　must　centrally，　derive　its　authority

from　the　community　（ies）　of　speakers　；　it　need　not　involve　the　education　sector　cen－

trally，　but　may　do　so　peripherally．　（Kaplan　＆　Bladauf　1997　：　321－322）

言語政策を計画・実行・検証・再計画する過程に考慮すべき理論的・方法論諸要素が言語政

策・言語計画研究として体系化されているにも関らず，多くの場合そうした知見は活かされ

ず，初期段階での大規模な調査が十分に行われないまま，政治家と有識者による協議のみで重

要な政策決定がなされてしまう。日本の小学校英語教育政策審議についても当てはまる点であ

る。

3．言語発達・動機付け研究からの示唆

　以上世界的な英語の広がりと英語教育の国家的な取り組みについて概観してきたが，小学生

に英語を学ばせるかどうかについて検討してきた中央教育審議会の外国語専門部会は，2006年

3月，5年生から週1時間程度を必修化する必要がある，との提言をまとめた。文部科学省は

中教審での今後の議論や世論の動向を踏まえ，実際に必修化に踏み切るかどうか検討していく

方針であり，もし実施される場合は，学習指導要領の次期改訂に合わせる案が有力で，移行期

間を含めて4～5手先になる見通しである。このような時期だからこそ，また今度こそ効果の

ある英語教育改革を実行していくためにも，目先の英語力の育成だけに捕らわれることなく，

これまでの研究成果や理論から読みとれる示唆を踏まえたうえで，じっくりとこの必修化の問

題を考えてみることが大切である。本章ではまず，子どもの言語発達過程から得られる示唆を

基にしながら，必修化の問題を広い視野から考えてみたい。さらに後半では日本の英語教育に

おいて常に重要視される，第二言語に対する態度や興味・関心といった学習者の情意的な側面

に焦点をあて，その分野の研究成果から国際理解教育目標について考える。

　3．1第二言語習得：子どもの言語発達過程から得られる示唆

　子どもは幾つもの段階を経て言語の体系を習得していく。生後10ヵ月頃までは哺語期（bab－

bling　stage）と呼ばれ，「アーア」，「ウーウ」などまだ言語音になっていない段階を経て，両唇

の開閉により調音される／m／，／p／，／b／などからpapa，　mama，　babaのような1音節や2

音節の語を作り出せる段階に至る。子どもはこの時期，自分が身につけようとしている言語の

音調型をつかみっつあると言える（長谷川他1998）。

　10ヵ月頃からは一語期（one－wQrd　stage）と呼ばれ一語発話の時期を迎える。この時期，
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ball，　biscuit，　cat，　dogのような身近なもので，しかも動かせたり動いたりする比較的小さな

ものを表す名詞（naming　things）を発することが多い。この種類の名詞は，一語発話全体の約

60％を占める。次いで，give，　sit，　upなど行為や動きを表す語（action／events）が多く，nice，

thisのような修飾を示す語（modifying　things）が続く。yes，　noなど対人関係の中で使われ

る語（persona1／social）は全体の約8％しか発話されない（Peccei　2000）。また，　milkという一

語発話で，1　want　milk．（ミルクがほしい）の意味を表したり，　I　had　milk．（ミルク飲んだ）と

いう意味を表したりする。これは一語に幾つかの機能を持たせる全体句．（holophrastic）であ

り，この時期の発話の特徴である（長谷川他1998）。

　20ヵ月頃になると，二語期（two－ward　stage）への移行を示す発話が観察される。下の（1）

で示す母子の会話は，一語連続発話の例である（伊藤1990：36）。子どもの一語発話をつなぎ合

わせると，「メンメ（目）」が「イタイ（痛い）」という意味の二語発話に繋がる。

（1）子（1歳9ヵ月）：メンメヨ

母：ん？　なあに，

子：メンメ，

母：めえめ痛かったの，

子：イタイ，

うそばっかり，どこ痛かったの，ん？

また，次の会話例は，（2a）で示すように1歳3ヵ月の段階では℃ar’と‘Go’が一語ずつでて

くる一語連続発話だったのが，（2b）の1歳11ヵ月になると℃ar　go’のように二語発話になる

ことを示している（Peccei　2000：22）。

（2）　a．　（Age　1；　3）　Timmy　is　pushing　his　toy　car：

　　Timmy　：　Car．

　　Mother：　Nice　car！

　　Timmy：　Go．

　　Mother　：　Where’s　it　going？

（2）　b．　（Age　1；　11）　Timmy　is　pushing　his　toy　car：

　　Timmy　：　Car　go．

　　Mother　：　lt’s　going　very　fast．

　20ヵ月を過ぎると，多語漏（multiple－word　stage）に入る。この時期の発話は，“Mama

wash　hair　in　sink．”“I　want　play　piano”“Mom　watching　TV．”というような内容語中心で機

能語はまだ話されない。いわゆる電報文発話（telegraphic　speech）とロ乎ばれる特徴を持って

いる。25ヵ月頃になると，機能語も徐々に増えてきて，大人の発話に見られるような形態統語

構造（morpho－syntactic　structure）を持った発話が観察されるようになる（小林・佐々木

1997）o

　このような発達段階の他にも，発音や形態素の習得，否定文や疑問文の習得などにも発達に

段階があることが知られている（Lightbown＆Spada　1999）。例えば，（3）は英語母語話者

の大人と子どもの発音を比較した例であるが，子どもの発音の基本は，子音（consonant：C）

と母音（vowe1：V）の組み合わせ（CV）であり，これに反する組み合わせがある場合には子音

を削除したり付け加えたりして発音している（Peccei　2000：64）。とても興味深いことに，この
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CVを基本とした発音は日本語の発音形式と同じである。

（3）

blue

glue

pig

bib

Adult　target

blu　（CCV）

glu　（CCV）

pig　（CVC）

bib　（CVC）

Child　’s　version

　belu　（CVCV）

　gu　（CV）

　pige　（CVCV）

　bi　（CV）

子どもは，このような逸脱した発音から徐々に子音の連続のような難しい発音が出来るように

なっていく。また，語彙の習得の段階でもU字型の発達（U－shaped　development）がよく知

られているが，ごく一般的にも，次の（4）の代名詞の習得段階の例が示すように，中間的な

段階を経ながら徐々に大人の発話に近づいていく。Stage　Iでは，“Adam”という固有名詞し

か使えなかった段階から，Stage　llでは，“IAdam”のような代名詞と固有名詞が混在する段

階に移行している。さらに，文頭では“1”という主格代名詞を，文中では“me”という目的格代

名詞を使うという規則も習得しっっあるようだ。Stage皿では“1”と“me”の文法的な機能を理

解した上で使用している（Peccei　2000：34）。

（4）　Stage　I

　　Adam　home．　Adam　go　hill．

　　Like　Adam　book　shelf．　Pick　Adam　up．

　　Stage　ll

　　I　like　drink　it．　1　Adam　driving．　1　making　coffee．

　　Wake　me　up．　Why　hitting　me？

　　What　me　doing？　Why　me　spilled　it？

　　Stage皿
　　That　what　I　do．　Can　I　put　them　on．

　　You　want　me？　You　watch　me．

　ここまで，子どもの言語発達過程のほんの数例を垣間見た。発音，語彙，文法，コミュニケー

ション上の方略など，子どもの言語発達を研究した例は多い。最近では，日本語を母語とする

子どもの英語習得過程と英語を母語とする子どもの習得過程とを縦断的に比較した研究もでて

きている（山本2005）。

　小学校での英語必修化の問題を考える際，子どもの言語発達研究や第二言語習得研究の蓄積

を活用しない手はない。例えば，（1）～（4）で示した例から読み取れることは，子どもはこ

とばに対する自らの規則を持ち，それに従って発話しているということである。自分の発話と

周囲の発話のギャップが生じた場合，自分の作った規則を修正したり，棄却したりしながら

徐々に大人の規則に基づいた発話に近づいていく。この考え方は，第二言語習得の分野でよく

知られている中間言語（Selinker　1972）の考え方と繋がっている。中間言語とは，学習者が第

二言語の規則に対する仮説を形成（hypothesis　formulation）し，その仮説の検証（hypothe－

sis　testing）をする過程で，仮説の修正（hypothesis　modification）や棄却（hypothesis　rejec－

tion）を繰り返しながら徐々に第二言語の正しい規則に近づいていく，という考え方である。

第二言語習得には欠かせないこの仮説検証のプロセス　（Doughty＆Williams　1998；Long
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1996）が示唆するように，子どもの言語発達過程を十分に考慮しっっ，小学校だからできる活

動，小学校だからできる評価の方法をじっくり考えていきたいものである。

　3．2　国際理解：動機付け・態度研究から得られる示唆

　日本の初等・中等・高等教育では英語が事実上唯一の「外国語」教科科目となっている場合

がほとんどだが，往々にして政策文書では「外国語」という語彙が用いられ，「外国語」の一つ

である「英語」を科目として学習することで英語と英語圏文化への興味を育成するだけでなく，

別の外国語・文化への学習意欲・興味促進を目標としている姿勢を明示しようとしている（山

田2003）。本節ではこうした国際理解教育目標を第二言語態度研究から考察していく。

　応用言語学では第二言語または外国語学習の情意面への効果が盛んに研究されているが（八

島2004；Inbar，　Donitsa－Schmidt，＆Shohamy　2001），ここでは主にD6rnyeiとその同僚ら

による研究に焦点を当てる。60年代から第二言語動機付け研究（L2　motivational　re－

search）の第一人者として多大な貢献をしてきたRobert　Gardnerに代わり，90年代から実質

上の第一人者であるのがZoltan　D6rnyeiである（D6rnyei　1990，2005；Gardner　1985；Gard－

ner＆Lambert　1959，1972参照）。　Gardnerと同様に，社会心理学から理論的枠組み・理論モ

デルを組み立て，高度な統計処理を行うという研究手法そのものは変わらないが，英語とフラ

ンス語を公用語とするカナダでのイマージョン（またはバイリンガル）教育現場からデータを

収集したGardnerと違い，　D6rnyeiは非英語圏ハンガリーの地理・歴史・政治・経済・文化

的特徴を踏まえっっ質問紙を開発しデータ分析を行っている。

　こうしたコンテクストに根ざすD6rnyeiの試みは非英語圏研究（Yashima　2002；Chen，　War－

den＆Chang　2005など）の盛り上がりのきっかけを作り，第二言語動機付け研究の発展と成熟

に寄与し続けている。Ddrnyeiの最新の研究報告（D6rnyei＆Csiz6r　2005；D6rnyei，　Csiz6r，

＆N6meth　2006）は調査国のハンガリーが日本同様，非英語圏であり，調査対象者が日本の小

学6年生に相当するだけでなく，英語以外の主要外国語（ドイツ語，フランス語，ロシア語な

ど）への学習態度も研究されている。日本国内では英語学習態度・成果のみに焦点を当てた研

究が一般的であるが，D6rnyeiの最新の研究報告は，英語が実質上唯一の外国語となっている

ものの他の外国語学習への興味・関心育成を掲げる日本の「外国語」教育を考える上で示唆に

富むものである。さらに社会全体に影響を及ぼすことを目指す言語政策・言語計画は当然，社

会の言語学的生態　（1inguistic　ecology）　を十分に踏まえた上でなされなくてはならないが

（Kaplan＆Bladauf　1997），コンテクスト重視のD6rnyeiらの研究は言語教育目標を考える際

に適切なデータと言える。

　（1）外国語・外国文化への興味・関心

　D6rnyeiらはハンガリーの各地域（首都ブダペスト，都市部，町，村など六地域）において，

13－14歳生徒（初等教育最終年度生）を対象に，外国語学習（イギリス英語，アメリカ英語，ド

イツ語，フランス語，ロシア語，イタリア語）への興味・関心と観光客との接触などについて

調査をした。調査時期は1993年，1999年，2004年の3回にわたり，回答者はのべ1万3391人で

あった（該当総人口の約3％）。近年で最も大規模に実施された実証研究であるこの調査により，

外国語（英語，ドイツ語，ロシア語）が選択ではなく必修であっても，その学習言語に対する

態度・動機付け数値は未学習者より高くなることが確認された。さらにハンガリーでは全体的

に外国語学習への興味・関心は1993年から2004年にかけて減少傾向にあるが，外国語学習して

いる者ほどその下げ幅は少なかった。つまりたとえ必修科目の外国語に対する態度・動機づけ
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が低いように見えても，未学習者よりもその言語に対する興味や関心など高く，さらにこの結

果は学習言語の種類や調査時期による影響を受けていなかった。日本の小学校英語教育では英

語（「外国語」）学習への興味・関心を高めることは主要目標の一つとされるが，この研究結果

を踏まえると英語未学習時よりはその全体的数値は上がると仮定することができる。

　しかしながら，国際語としての地位をハンガリーでも固めている英語を学ぼうという動機づ

けや積極的な態度はドイツ語など他の外国語学習態度に関係なく高いが，英語以外の外国語学

習に対し関心・興味を持つかどうかは英語をどの程度学習する気があるかどうかに影響されて

いた（D6rnyei　et　al．2006：113）。さらに英語学習だけに強い動機づけがあるグループと英語学

習よりは弱いものの別の外国語学習に対しても動機づけがあるグループを比較した結果，前者

の方が英語学習に費やそうとする努力の数値が高かった。つまり英語の国際語としての世界的

位置付けにより，英語学習者が求める（または求められる）学習到達度は他の外国語よりも格

段に高くなり，結果として英語だけに絞って学習し高いレベルまで習得しようと考える傾向が

ハンガリーでも見られることが伺える（D6rnyei　et　a1．2006：117）。

　こうした結果は，英語学習を通じ他の外国語・文化などにも興味・関心を広めようとする取

り組みへの限界を示唆している。日本でも英語を第一とする傾向が持続またはさらに加速する

と考えられる中で，小学校英語教育を導入することで英語偏重傾向・英語帝国主義（大石2005；

中村2004；津田2003）がこれ以上強まるような結果は望ましくないが，ハンガリー同様，日本

でも英語学習が他の外国語学習への興味促進に貢献するとは考えにくい。

　（2）外国人訪問客を介しての外国語学習への興味・関心

　国内といえども日本語だけでは通用しない「国際化」時代が来るので英語学習が必要だ，と

いう言説を見聞きするが，街で外国人を日常的に見かけるようになることと英語学習のつなが

りについての議論は別とし，以下ではD6rnyeiの研究を踏まえ，外国人観光客数が外国語学習

態度に及ぼす影響を考察する。

　まず予想通り，国外からの観光客を目にする機会が多いブタペストのような都市部ほど，初

等教育最終年度の回答者（13－14歳）が観光客に抱く興味や関心が高くなり，その観光客の話す

言語（イギリス英語，アメリカ英語，フランス語，イタリア語）を中等教育で選択したいと回

答する傾向が出た。逆にそうした観光客をあまり目にしない地方に住む回答者はそうした外国

語に対し関心・興味が薄かった。しかし全く逆の傾向がドイツ語だけに見られ，ブタペストの

ような都市部のドイツ人観光客が多い地域では，ドイツ語学習への関心・態度が最も低く，逆

にドイツ人観光客をあまり見かけない地方で最も関心が高かった。

　この結果についてD6rnyeiはBrown　and　Hewstone（2005）の民族間集団関係論観点（Ko－

bayashi　2006；Taylor＆Moghaddam　1994など参照）から解釈を試みている。外国人観光客

の約30％がドイツ人であるハンガリーでは，観光業関係者はまずドイツ語を習得することを求

められるほど（D6rnyei　et　al．2006：125－126），ドイツ人観光客はハンガリー観光業界にとって

は大切な顧客層であるわけだが，ブタペストではそうした観光客と接する機会があっても地元

の人の意識の変化は見られないという。つまり，実際には最も多いドイツ人観光客も首都では

その数ほど目立たず，地元の生徒の関心が向けられることは最も少ないが，逆に農村部ではド

イツ人観光客がまだ目立っため，地元の生徒たちがドイツ語・ドイツ文化・ドイツに最も関心

を示す結果となった。地元経済に明らかな貢献をし，短期間の滞在で自国に戻っていく観光客

に対するハンガリー人生徒達の意識・態度を調べたこの研究は，外国人に対する好意的態度は

そうした訪問者の顕在さ（intergroup　salience）に関係していることを示唆している。
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　同じヨーロッパ人種同士間の研究結果をそのまま日本人生徒の外国語学習態度に結びつける

ことは無論できないが，示唆するところはあると思われる。日本では黒人・アジア人への蔑視

観，白人へのあこがれ，外国人＝白人＝アメリカ人＝「本場のアメリカ英語」話者という単純

な等式が根強い（浅井2002；Cook　2006；Iino　2006；McConnell　2000；Murphy－Shigematsu

2002）。少数派の非アジア系人種に対しては「英会話練習相手」，「異文化体験相手」，「日本文化

紹介相手」（lino　2006）という排他的，好意的見方が保たれている一方で，主要観光・リゾート

地では韓国や台湾からの観光客が最も多いながらも，地元生徒たちの韓国語や中国語学習に対

する関心が格段に高いという研究報告はない。その背景にはアジア圏からの観光客に対する関

心が低いという他に，少数のヨーロッパ系観光客に比べ数多くのアジア人観光客は人種的な顕

在さが弱いため，地元の人はアジア人観光客とより頻繁に接している機会があるにも関らず意

識に変化が出ない，とも考えられる。

　以上のように，実際数では多いはずの観光客がその地域で顕在化しない場合は，地元の生徒

たちが観光客たちの言語・文化に特別な興味を示すことはない。さらに前節で見たように，英

語学習が他の外国語学習への興味促進に貢献するとは期待できない。こうした結果を踏まえる

と，英語圏文化以外の意図的な顕在化を英語教育内で実施しない限りは，国際理解教育として

の英語教育目標を達成することは難しいといえる。具体的な対策の一つとしては，教室第二言

語習得（instructed　SLA）研究が実証するように，意味中心言語活動（content－based　L2

activities）を土台とする内容・タスク中心教授法（content一，　task－based　instruction）と，

その核である中身のある題材である（村野井2006；Robinson　2002）。そうした教授法と活動を

土台にした教育を実践していく限り，「国際理解」的な要素の完全除去（鈴木1999）に固執せ

ずとも，英語帝国主義助長への対処はある程度出来るはずである。

4．今後の小学校英語教育

　世界で当然視される英語力のレベルは上昇してはいるものの，国内の英語教育事情には大き

な変化はない。英語力の実用的必要性も巷で叫ばれるほど強まっているともいえず，「教師も生

徒も，根気を求められる英語学習そのものより，遊び心を誘うコミュニケーションや国際理解

の方に安心を感じる」（山田2003：95）面が大いにある。また雰囲気だけであれ高まる一方の英

語学習熱とは対照的に，英語学習・第二言語習得に関する知識もそれほど浸透していない。

　エリート教育を受けずとも，海外留学や英会話学校通学の経験がなくとも，上級レベルに達

することはできるが（竹内2003），最終的に中級レベル以上の外国語力を習得することを目指す

場合，授業でコミュニケーションへの積極的な態度や外国語への興味を養いっっ，授業終了後

も個人的に長期的な動機づけを持って外国語学習を続けることが不可欠である。近年出版され

ている一般向けの英語習得論がわかりやすく伝えているように（羽藤2006；白畑他2004；白井

2004），英語との言語的距離差が大きい日本の英語学習者が日本国内で国際レベルの英語力を

獲得するためには，一日に3時間程度の学習を数年間することが最低レベルの基準であり，現

在のように週数回の一斉授業に座っているだけでそうした英語力がっくことは有りえない（山

田2006参照）。「6年間英語を勉強したのに英語がしゃべれない」，「英語をぺらぺら話せるよう

になりたい」と言った声は相変わらずよく耳にするが，そういった英語学習者たちが「流暢な

英語」つまり，ネイティブ（レベル）の英語を瞬間的に聞き取り，瞬時に返答の英語が口から

出てくるという，言語知識が自動化された英語コミュニケーーションカを獲得するために必要な
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努力を必修科目として課す学校英語教育を本当に望んでいるようには見受けられない。

　「言語的平和の所産」である努力なしの「日本人のバイリンガル願望」（山田2005：78）とい

う社会の中にある初等・中等の学校英語教育においては，高いレベルを最終的に目指す場合に

必須である英語コミュニケーションカの基礎（柳瀬2006；Bachman＆Palmer　1996；Canale

＆Swain　1980）と長期的・自律的英語学習態度を育成していくことを第一目標としていくこ

とが妥当である。その目標設定を考える際，言語習得研究や応用言語学の知見を必ず踏まえる

べきである。前章の前半で示したように，子どもの言語発達過程の研究や第二言語習得理論を

視野に入れながら小学校での英語の活動を考えると，当然，言語の発達には段階があり，段階

ごとに誤りがっきものである，という中間言語の考え方が生きてくる。さらに，学習者が自ら

作り出す規則がたとえ逸脱したものであっても，その誤りが発達段階で生じるものであればそ

れを否定せず，長い目で学習者の発達過程を見守り援助することが大切であるということも理

解できる。また，発達段階に沿って何をどのように支援すればよいのかということも見えてく

る。さらに前章の後半で考察したように，非常に根強い国内の排他的英語帝国主義・外人コン

プレックス・有色人種蔑視・人種差別的国際交流志向を日本の小学校英語教育が助長するよう

な結果になってはならないが，英語圏文化以外の意図的な顕在化を実施しない限りはその危険

性は十分にあるため，そのことを念頭に授業計画を慎重に行う必要がある。

　このように，目先のスキル育成だけに目を向けることで起こる問題や危険性を言語習得論と

第二言語態度研究は示唆している。しかしながら国外に目を向けると，多くの非・準英語圏諸

国は，ある割合の国民の英語力上達を最優先とした英語教育政策を推進している。つまり鈴木

（1999）が主張するような，英語力上達のみを目標とする英語教育政策が世界の主流であり，日

本が取りつづけている全生徒向けの，英語学習と国際理解両方を掲げる中道的な政策は，言語

環境上恵まれ，英語教育政策が国益の根幹を担っていない経済大国の日本であるからこそ可能

な選択肢であったといえる。今後はこうした政策を取り続けることが長期的に国にどのような

影響を与えるか，また国力が弱まった際にもこうした政策を取り続ける余裕が国としてあるか

どうかという，国家経済面からの議論（負担便益分析など，Brecht＆Rivers　2005；Kaplan＆

Bladauf　l997）がこれまで以上に必要になってくる。と同時に，これまでの英語教育政策成果

と自らの役割を批判的に見直していくことはもちろんのこと，本稿が一例として示したよう

に，言語習得研究・応用言語学など言語教育政策に深く関連する専門分野からの知見を基に，

理論的・実証的に根拠のある考察の提示等をしていくことが関係者の最低限の責務である。
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